
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

令和６年度中国管内ＢＩＭ／ＣＩＭ活用支援
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　中﨑　剛
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年5月22日
一般財団法人日本建設情報総合センター
東京都港区赤坂５丁目２番２０号

4010405010556 公募

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号

公募手続を実施した結果、他者の参加意思表明がな
かったため

非公表 9,735,000 －

令和６年度土木鋼構造用塗膜剥離剤技術比較表更新業
務

支出負担行為担当官
中国地方整備局長　中﨑　剛
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和6年5月27日
一般財団法人　先端建設技術センター
東京都文京区大塚２－１５－６

1010005002873

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
「公共工事等における新技術活用スキーム」実施要領
に基づき、スキーム検討会議において審議を経て公募・
選定された第三者機関等であるため。

非公表 22,033,000 －

一般国道９号安来電線共同溝
（第一工事区間：飯島東工区）引込管及び連携管路工事

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　松江国道事務所長　三浦　倫秀
島根県松江市西津田２－６－２８

令和6年5月13日
中国電力ネットワーク株式会社山陰ネットワークセ
ンター
松江市東朝日町５番地１

5240001054140

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため。

非公表 1,717,135 －

一般国道９号安来電線共同溝
（第十二工事区間）引込管及び連携管路工事

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　松江国道事務所長　三浦　倫秀
島根県松江市西津田２－６－２８

令和6年5月13日
中国電力ネットワーク株式会社山陰ネットワークセ
ンター
松江市東朝日町５番地１

5240001054140

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため。

非公表 4,987,862 －

令和６年度斐伊川外水辺環境調査
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　出雲河川事務所長　児子　真也
島根県出雲市塩冶有原町５－１

令和6年5月16日
公益財団法人島根県環境保健公社
島根県松江市古志原１丁目４番６号

8280005006643 企画競争

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
企画競争契約結果の公表をご参照ください

非公表 8,030,000 － 公財
都道府県
所管

1

河川・流域における内水対策及び内水浸水予測に関する
研究

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山河川事務所長　垣原　清次
岡山県岡山市北区鹿田町２－４－３６

令和6年5月14日
国立大学法人　岡山大学学長
岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号 2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託のた
め

非公表 4,467,320 －

旭川分流部の機能維持に関する研究
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山河川事務所長　垣原　清次
岡山県岡山市北区鹿田町２－４－３６

令和6年5月31日
国立大学法人　岡山大学学長
岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号 2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託のた
め

非公表 3,003,000 －

構造ヘルスモニタリングによる洪水時の河川堤防動態予
測に関する研究

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山河川事務所長　垣原　清次
岡山県岡山市北区鹿田町２－４－３６

令和6年5月31日
国立大学法人　岡山大学学長
岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号 2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託のた
め 非公表 2,102,100 －

河川・流域における内水対策及び内水浸水予測に関する
研究

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山河川事務所長　垣原　清次
岡山県岡山市北区鹿田町２－４－３６

令和6年5月31日
学校法人　加計学園理事長
岡山県岡山市北区理大町１番１号

1260005001776

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託のた
め

非公表 2,964,500 －

建設ＤＸを活用した老朽橋梁の監視に関する研究
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山国道事務所長　樋口　恒一郎
岡山県岡山市北区富町２－１９－１２

令和6年5月8日
国立大学法人　岡山大学
岡山県岡山市北区津島中１丁目１番１号

2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託 非公表 2,352,350 －

レーダー雨量・土壌雨量指数に基づく道路法面リスク箇所
の安定度評価に関する研究

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山国道事務所長　樋口　恒一郎
岡山県岡山市北区富町２－１９－１２

令和6年5月8日
国立大学法人　岡山大学
岡山県岡山市北区津島中１丁目１番１号 2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託 非公表 2,402,400 －

大福電線共同溝引込管及び連系管路整備
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山国道事務所長　樋口　恒一郎
岡山県岡山市北区富町２－１９－１２

令和6年5月22日
中国電力ネットワーク（株）岡山ネットワークセン
ター
岡山県岡山市北区青江二丁目６番５１号

5240001054140

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため

非公表 14,699,826 －

伊部電線共同溝引込管及び連系管路整備
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山国道事務所長　樋口　恒一郎
岡山県岡山市北区富町２－１９－１２

令和6年5月23日
中国電力ネットワーク（株）岡山ネットワークセン
ター
岡山県岡山市北区青江二丁目６番５１号

5240001054140

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため

非公表 12,294,129 －

建設ＤＸを活用した老朽橋梁の監視に関する研究
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　岡山国道事務所長　樋口　恒一郎
岡山県岡山市北区富町２－１９－１２

令和6年5月15日
国立大学法人　広島大学
広島県広島市鏡山一丁目３番２号

1240005004054

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託 非公表 2,475,330 －

一般国道２号引野（１期）電線共同溝の引込管及び連系
管路の整備委託

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　福山河川国道事務所長　久冨　浩二
広島県福山市三吉町４－４－１３

令和6年5月23日

エヌ・ティ・ティ・インフラネット（株）　西日本事業本
部　中国事業部
広島県広島市南区宇品神田３－１２－１１

2010001063299

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため。

非公表 30,229,832 －

令和６年度福山管内不動産鑑定評価等業務（その１）
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　福山河川国道事務所長　久冨　浩二
広島県福山市三吉町４－４－１３

令和6年5月30日
株式会社田原総合鑑定所
広島市中区本川町二丁目５番１７号

3240001006481 企画競争

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
企画競争契約結果の公表をご参照ください 非公表 1,949,200 － 単価契約

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量 契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地 契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号
企画競争
又は公募

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理
由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量 契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地 契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号
企画競争
又は公募

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理
由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

令和６年度福山管内不動産鑑定評価業務（その２）
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　福山河川国道事務所長　久冨　浩二
広島県福山市三吉町４－４－１３

令和6年5月30日
有限会社総合アプレイザル　福山支社
広島県福山市西町二丁目１番１号

3240002026025 企画競争

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
企画競争契約結果の公表をご参照ください 非公表 1,512,500 － 単価契約

西広島ＢＰ監督官詰所借上料
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　広島国道事務所長　田宮　佳代子
広島県広島市南区東雲２－１３－２８

令和6年5月7日
（株）大和トラスト
広島市安佐北区可部三丁目４０番２５号

2240001007745

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
不動産の賃貸借契約であるため

非公表 275,000 －
単価契約
予定調達総額
3,025,000円

令和６年度広島西部山系外不動産鑑定評価等業務（その
１）

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　広島西部山系砂防事務所長　大山　誠
広島県広島市中区八丁堀３－２０

令和6年5月17日
株式会社田原総合鑑定所
広島市中区本川町二丁目５番１７号

3240001006481

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
企画競争契約結果の公表をご参照ください 非公表 5,087,500 － 単価契約

令和６年度広島西部山系外不動産鑑定評価等業務（その
２）

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　広島西部山系砂防事務所長　大山　誠
広島県広島市中区八丁堀３－２０

令和6年5月17日
株式会社小川不動産鑑定
広島県広島市中区八丁堀７番２号

8240001016575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
企画競争契約結果の公表をご参照ください 非公表 3,767,500 － 単価契約

ＢＩＭ／ＣＩＭ設計データをインフラ維持管理に活用する研
修プログラムの構築

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　中国技術事務所長　近藤　弘嗣
広島県広島市安芸区船越南２－８－１

令和6年5月20日
国立大学法人　岡山大学
岡山県岡山市北区津島中１丁目１番１号

2260005002575

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
包括的連携・協力に関する協定に基づく研究委託 非公表 5,148,000 －

簗瀬堤防外除草

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事務所長　中野　崇
島根県浜田市相生町３９７３

令和6年5月10日
美郷町
島根県邑智郡美郷町粕渕168 番地

9000020324485

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号
河川法第99条に基づく地方公共団体への委託契約 非公表 3,169,217 －

一般国道９号浅井電線共同溝の引込管及び連系管路の
整備（電力）

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事務所長　中野　崇
島根県浜田市相生町３９７３

令和6年5月31日
中国電力ネットワーク株式会社　山陰ネットワーク
センター
島根県松江市東朝日町5番地1

5240001054140

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号

共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため。

非公表 14,278,025 －

一般国道９号浅井地区電線共同溝の引込管及び連系管
路の整備（通信）

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事務所長　中野　崇
島根県浜田市相生町３９７３

令和6年5月20日

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社　西日本事
業本部　中国事業部
広島県広島市南区宇品神田3-12-11 NTT宇品神
田ビル

2010001063299

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号

共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線管理者が工事を実施する
必要があるため。

非公表 12,319,395 －

（注1）公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に

単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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